
地方独立行政法人京都市産業技術研究所における 

公的研究費の不正使用防止計画 

 

令和４年４月１日 

 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所における公的研究費の管理及び監査に関する規

程第９条の規定に基づき、地方独立行政法人京都市産業技術研究所における公的研究費の

不正使用防止計画（以下「不正使用防止計画」という。）を以下のとおり定める。 

 

１ 運営管理体制 

 ⑴ 最高管理責任者 

   理事長 

 ⑵ 統括管理責任者 

   副理事長 

 ⑶ 副統括管理責任者 

   経営企画室の業務を統括する事務を担当する理事 

 ⑷ 室等責任者 

   経営企画室長、研究室長、プロジェクト推進室長 

 ⑸ コンプライアンス推進責任者 

   経営企画課長、知恵産業推進グループ長、アライアンス推進グループ長、産業支援

グループ長、伝統産業・地域活性化グループ長、産業人材育成グループ長、プロジェ

クト推進統括 

 ⑹ 不正使用防止計画推進部署 

   研究室及びプロジェクト推進室 

 

２ 不正使用防止計画 

 ⑴ 責任体系の明確化 

不正の発生要因 防止計画 

 責任体系が理解されていない。  運営会議等において、随時、各責任

者に対して責任体系を啓発し、意識の

向上を図る。また、各責任者の人事異

動に当たっては、引継等を確実に行

い、責任者としての意識の低下を防止

する。 

 

  



 

 ⑵ 適正な運営及び管理の基盤となる環境整備 

不正の発生要因 防止計画 

 公的研究費の事務処理手続きに関

するルールが理解されていない。 

 事務部門である経営企画室が物品購

入フロー図を作成し、これを職員等に

配布し理解を深めることで、適正な運

用を確保する。 

 ルールと実態が乖離する。  啓発活動等を通じてルールの趣旨を

周知し、例外処理の常態化などにより

ルールと実態に乖離が生じないように

努める。 

 また、研究の円滑な遂行等も加味し

た効率的なルールとなるよう、適宜ル

ールの見直しを行う。 

 決裁手続きが煩雑で責任の所在が

不明確。 

 専決規程により、決定者を明確化す

る。 

 法令遵守の意識が低下する。  コンプライアンス研修等を通じて、

どのような行為が不正に当たるのかを

周知し、法令遵守の意識向上を図る。 

 また、職員全員から、公的研究費の

不正使用を行わない旨等を記載した誓

約書（様式１）を徴取し、取引業者に

対しても、一般競争入札を行う際及び

新規に債権者登録を行う際は、同様の

誓約書（様式２）の提出を求める。た

だし、電子商取引の形態を採用してい

る業者など研究者と業者が接触するこ

とが困難な場合は除く。 

 競争的研究費等が集中している、

又は新たに大型の競争的研究費等を

獲得した部署がある。 

 競争的研究費等に係る研究について

はプロジェクト推進室の所管とし、競

争的資金毎に適切な体制を組んで取り

組む。また、競争的研究費等に係る業

務を一括して担うプロジェクト推進室

において、申請時に申請する各事業の

内容に重複がないかを確認し、研究室

と連携してエフォート管理上の問題が

生じないか等を確認する。 



 新たに大型の競争的研究費等に係る

プロジェクトに参加する研究員に対し

ては、各競争的研究費等に係るガイド

ブック等により、競争的研究費等の使

用に係るルールの理解を求める。 

 個人依存度が高い、あるいは閉鎖

的な職場環境や、牽制が効きづらい

研究環境等、不正が起こりやすい環

境になっている。 

 主担当者のみでなく補佐を行う職員

をつけ、個人依存度を低下させる。 

 競争的資金毎にプロジェクトを組む

ことで組織的に研究を行う体制を整え

るなど、フレキシブルな組織体制によ

り、閉鎖的にならず、個人依存度の高

くない環境を構築するとともに、研究

戦略会議等において進捗状況を確認

し、牽制を効きやすくする。 

 

 ⑶ 物品等の発注及び検収等 

不正の発生要因 防止計画 

 物品等の発注に当たって、事務部

門が関与していない。 

 １００万円以上の物品等について

は、事務部門である経営企画室が入札

を行う。また、１００万円未満の物品

等については、専決規程で定められた

事務部門の決裁者の決裁を経たうえ

で、物品等の発注を行う。 

 発注段階で財源が特定されていな

い。 

 経費支出の決裁は、支出財源を特定

したうえで起案する。 

 取引に対するチェックが不十分。  事務部門である経営企画室におい

て、適切に取引記録を管理するととも

に、業者の選定に当たって相見積が省

略されている場合には、その理由を確

認する。 

 年度末に予算執行が集中する。  コンプライアンス推進責任者は、随

時予算執行状況の確認を行い、必要に

応じて改善を求める。 

 同一のチームにおける、同一業

者、同一品目の多頻度取引、特定の

チームでしか取引実績のない業者や

特定のチームとの取引を新規に開始

 定期的に予算執行状況の確認を行

い、必要に応じてヒアリングを行う。 



した業者への発注の偏りがある。 

 業者に対する未払い問題の発生。  発注前に作成した物件購入決定書を

事務部門である経営企画室が保管し、

支払いが行われないまま放置される物

品の購入がないように随時確認を行

う。 

 検収が適切に行われていない。  物品等の検収は、当事者以外のチェ

ックが有効に機能するよう、事務部門

である経営企画室検収担当と発注した

研究者によるダブルチェックとする。 

検収に当たっては、検収者が納品書

記載の品名、規格及び数量と現物が一

致していることを確認するとともに、

納品日等の記載漏れがないことを確認

したうえで、納品書へ押印する。 

 業者による納品物品の持ち帰りや

納品検収時における納品物品の反復

使用が行えてしまう。 

 業者による研究室への立ち入りを原

則禁止し、納品検収は可能な限り１階

の経営企画室に研究員を呼んで行う。 

 データベース、プログラムの作

成、機器の保守、点検など、特殊な

役務契約に対する検収が適切に行わ

れていない。 

特殊な役務については、必要に応じ

て、専門的な知識を有する外部の者へ

チェックを求める。 

また、機器の保守、点検など成果物

がないものは、検収担当者が立会等に

より現場確認を行う。 

 換金性が高い物品の管理が適切に

行われていない。 

 

パソコン等、換金性が高い物品につ

いては、施錠できる箇所に保管するな

ど、適切に管理する。 

 

⑷ 給与 

不正の発生要因 防止計画 

 有期契約職員及び臨時職員の勤務

実態を把握していない。 

 事務部門である経営企画室におい

て、有期契約職員及び臨時職員も含め

た勤怠管理システムにより管理するこ

とで勤務実態を把握する。 

 また、経営企画課長が行う内部監査

では、同課長が有期契約職員及び臨時



職員と面談するなど、勤務実態を適切

に確認する。 

 非常勤雇用者の勤務状況確認等の

雇用管理が研究室任せになってしま

う。 

 事務部門である経営企画室に出勤簿

を備え置き、勤務状況の把握に努める

とともに、採用時の契約内容説明等も

事務部門である経営企画室が行う。 

 

⑸ 旅費 

不正の発生要因 防止計画 

 出張の事実が確認できていない。  職員等は出張を終えたときは、速や

かにその旨を上司へ報告し、旅費を請

求する際は、事務部門である経営企画

室へ復命書を提出する。 

 また、後日の内部監査において出張

の事実が確認できるよう、復命書には

用務先、用務内容等を具体的に記載す

るよう徹底する。 

 

⑹ 相談窓口及び告発窓口の周知 

不正の発生要因 防止計画 

 相談窓口及び告発窓口を知らない

ため、不正が潜在化する。 

 不正の告発等の制度を機能させるた

め、法人の内外へ相談窓口及び告発窓

口の仕組みをホームページ等で周知す

る。 

 

⑺ モニタリング 

不正の発生要因 防止計画 

 不正発生要因に着目したモニタリ

ングが不十分なため、不正発生のリ

スクが存在する。 

 経営企画課長が行う内部監査では、

抜き打ち監査を実施するとともに、不

正使用防止計画推進部署（研究室及び

プロジェクト推進室）とも連携して行

う。 

 また、必要に応じてモニタリングす

る内容の見直しを図る。 

 



３ 不正使用防止計画の点検・評価 

  公的研究費に係る不正使用を発生させる要因の把握に努め、不正使用防止計画につい

て点検・評価を行い、必要に応じて見直しを図る。 

  



（様式１ 職員用） 

 

誓約書 
 

年  月  日 

 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所  

理事長  様 

 

私は、地方独立行政法人京都市産業技術研究所（以下「京都市産業技術研究所」と

いう。）の研究活動等における研究資金等の使用及び運営・管理に当たり、次の事項

を遵守することを誓約いたします。 

 

１ 法令及び研究資金の配分機関が定めるルール並びに京都市産業技術研究所が定め

る規程等（以下「法令等」という。）を遵守すること。 

 

２ 京都市産業技術研究所が執行する研究資金等について、適正かつ効率的に使用す

るとともに、不正使用を行わないこと。 

 

３ 法令等に違反して、不正使用を行った場合は、京都市産業技術研究所又は研究資

金等の配分機関の処分を受けるとともに法的な責任を負担すること。 

 

 

 

 

職 員 番 号 

署名（自署）             印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式２ 取引業者用）  

 

誓 約 書 
 

年  月  日 

 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所  

理事長  様 

 

当社は、地方独立行政法人京都市産業技術研究所（以下「京都市産業技術研究所」とい

う。）との取引に当たり、下記の事項を遵守することを誓約します。  

 

記 

 

１ 「地方独立行政法人京都市産業技術研究所会計規程」、「地方独立行政法人京都市産

業技術研究所契約規程」及び「地方独立行政法人京都市産業技術研究所における公的研

究経費の管理及び監査に関する規程」等の関係諸規程を遵守するとともに、不正に関与

しないこと。  

２ 京都市産業技術研究所の内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等

の要請があった場合は、可能な限り協力すること。  

３ 関係諸規定に反する行為があると認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を

講じられても異議がないこと。  

４ 京都市産業技術研究所の構成員（職員、その他関連する者）から不正な行為の依頼等

があった場合は、直ちに京都市産業技術研究所の公的研究費の不正使用に関する告発窓

口（経営企画室）へ連絡すること。 

 

 

 

 

所 在 地        

商号又は名称               

代表者職名             印 


